
B4Ukraine宣言
（特定非営利活動法人ヒューマンライツ・ナウ仮訳）

ロシア政府による謂われの無い不当な侵略戦争が、ウクライナにもたらした破壊的な影響は、世界に
衝撃を与え続けています。ロシア政府は、集団処刑、性的暴行、拷問、強制連行を含む民間人や民間
インフラ施設への攻撃を通じ、戦争犯罪および人道に対する罪を犯し、国際人道法に違反しています。
何万人もの人が殺され、何百万人ものウクライナ人が故郷を追われ、現代における最大の人道災害と
難民危機の一つを生み出しています。ロシア政府による軍事侵略の結果、ウクライナや世界中で、食料
やエネルギー供給の遮断など人的損失や経済的困難が生じています。ロシア政府による侵略は、国際
社会と世界経済を保護するために必要なルールに基づく国際秩序を乱しました。

私たち、市民社会の連合は、ロシア政府による軍事侵略が続いていることを強く非難します。私たち
は、ルールに基づく国際秩序そのものへの攻撃であるロシア政府の侵略を可能にしている経済・財政
資源へのアクセスを遮断するという共通の目的のために団結しています。

B4Ukraineの設立にあたり、私たちはビジネス界に、この文書やガイドラインに記載されている呼び
かけや期待に応じることで、主権民主主義国家であるウクライナの人々や領土保全を支援することを訴
えます。

私たちは、ロシアでの事業や関係性を終了または中断している企業に対し、ウクライナが国際的に認
められた国境内における領土主権を取り戻し、ロシア政府が戦争犯罪やウクライナのインフラ施設と建
造物の破壊に対する責任を果たすまで、事業の終了または中断を継続することを求めます。また、まだ
事業を終了または中断していない企業に対しては、上記の状態となるまで、ただちに事業を終了または
中断するよう求めます。

私たちは企業に対して、ウクライナへの公的支援を実施し、ロシア政府による継続的な侵略戦争に反
対する姿勢を示し、国連ビジネスと人権に関する指導原則（UNGPs）やOECD多国籍企業行動指針（
OECDガイドライン）との整合性を確保することを要求します。

人権を尊重するという企業の責任の一部として、制裁や輸出規制の対象になる業界であるか否かを
問わず、私たちは企業に「人権デュー・ディリジェンスの強化」（「ロシアとウクライナにおける人権デュー
ディリジェンスの強化」PDF参照）を実施することを求めます。企業は、ロシアでの事業や関係性が人権
や紛争に与える実際または潜在的な悪影響を特定、評価、回避、軽減するべきです。また企業は同時
に、ジョージア¹とモルドバ²の占領や、同占領地の住民に対する組織的虐待³、その他の国・地域での人
権侵害への加担⁴などロシア政府による他の国際法の侵害を考慮する必要があります。人権デュー・
ディリジェンスの実施は企業が人権リスクを特定し軽減するのに役立つだけではなく、進行中の紛争に
関連する潜在的な法的、実務的、財務的リスクについて注意を促すことにもなります。³

私たちは企業に対してさらに、人権デュー・ディリジェンスの過程が、事業の終了または中断の決定にど
のように影響を与えたかということと、ロシア市場に戻る判断を行う条件を明確に公開することを期待し
ます。自社が提供している商品やサービスが「必要不可欠な商品とサービス」（「必要不可欠な商品と
サービス」PDF参照）であると主張している企業には、その結論に至った基準と過程を明らかにする責
任もあります。

UNGPsとOECDガイドラインの下での責任に鑑み、私たちは、企業に対し、人権侵害を引き起こしたり、
助長したり、直接関与したりした事業により悪影響を与えられたすべての人に対して救済へのアクセス
を提供することを期待します。また、企業がウクライナに対する人道的援助と紛争後の復興に貢献する
ことを求めます。

私たちは企業に対して、ウクライナの主権と領土保全が回復され、ロシア政府において戦争犯罪とウク
ライナのインフラ施設と建造物の破壊に対する責任が果たされるまで、これらのコミットメントを継続する
ことを期待します。
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